
会計名 平成27年度 平成26年度 増減額 増減率(%)

一般会計 258億8,000万円 258億6,000万円 2,000万円 0.1

特

別

会

計

国保 109億3,026万円 97億436万円 12億2,590万円 12.6

下水道 21億6,319万円 22億1,246万円 △4,927万円 △ 2.2

交通災害
共済 3,032万円 4,031万円 △999万円 △ 24.8

介護保険 55億7,408万円 54億4,574万円 1億2,834万円 2.4

南河原地区
簡易水道 1億3,288万円 1億2,963万円 325万円 2.5

後期高齢者
医療 7億6,311万円 7億6,988万円 △677万円 △ 0.9

小　計 195億9,384万円 183億238万円 12億9,147万円 7.1

公営企業会計
（上水道） 25億2,484万円 24億7,365万円 5,118万円 2.1

合　計 479億9,868万円 466億3,603万円 13億6,265万円 2.9
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平成27年度

当初予算
をお知らせします

一般会計予算額

258億
8,000万円

平成27年度当初予算は、多様化する行政需要や
新たな政策に対応するため、選択と集中の徹底に
より財源を重点的、効率的に配分し編成しました。

一般会計
歳入／歳出

予算規模は前年度比0.1％
額にして2,000万円の増

会計別の当初予算額

※1万円未満を四捨五入しているため、小計、合計、増減額が合わ
　ないことがあります。

市税
景気回復に伴う賃金上昇による個人市民税の増収

や、企業などの設備投資の増加による償却資産に関
する固定資産税の増収、さらには車両台数の増加に
よる軽自動車税の増収を見込んだ結果、前年度より
2,834万円の増（＋0.3％）となりました。一方、法
人市民税は、法人税割の税率引き下げによる減収、
また固定資産税については、地価の下落や評価替え
による減収を見込んでいます。
……………………………………………………………
市債
小・中学校特別教室のエアコン設置事業が終了し

たことなどにより、前年度より5億9,500万円の
減（△17.6％）となりました。なお、借り入れに当
たっては、合併特例債など有利なものを活用します。
……………………………………………………………
繰入金
財源不足を補うための財政調整基金の取り崩しに

ついては、将来的な財政運営の観点から最小限に抑
え、前年度より1億円減らし3億円を見込んでいま
す。また、定年退職者の増加に対応するため、職員
退職手当基金の取り崩しを2億円計上するととも
に、ふるさとづくり事業に充てるための基金の取り
崩し2,500万円を見込んでいます。

歳入の特徴

民生費
臨時福祉給付金および子育て世帯臨時特例給
付金給付事業を計上したことや、障害者自立支
援給付事業の増加などにより、前年度より1億
4,014万円の増（＋1.5％）となりました。
………………………………………………………
教育費
小・中学校特別教室エアコン設置や総合体育
館外部改修が終了したことなどにより、前年度
より4億8,428万円の減（△12.6％）となりまし
た。
………………………………………………………
総務費
市庁舎雨水貯留浸透施設整備および舗装改修
やコミュニティセンター耐震改修の終了などが
あるものの、定年退職者の増加による退職手当
の増などにより、全体としては2億654万円の
増（＋7.2％）となりました。
………………………………………………………
土木費
総合公園プール跡地再整備や行田市駅周辺の
道路街路整備などの建設事業の増加により、前
年度より8,122万円の増（＋2.9％）となりまし
た。

歳出の特徴

用語説明
●市税…市民税、固定資産税などの税金
●地方交付税…市町村の財政力などに応じて国税の一部が
配分されるもの
●国庫（県）支出金…国(県)からの負担金、補助金、委託金
●市債…市の借入金（借金）
●地方消費税交付金…消費税のうち、一定割合が国から県
を通じて配分されるもの
●繰入金…基金（積立金）の取り崩しなど
●繰越金…前年度からの繰越金

用語説明
●民生費…児童・ 高齢者・障害者福祉、生活保護などの経費
●教育費…学校教育、生涯学習などの経費
●総務費…庁舎管理、戸籍、徴税、選挙などの事務事業の経費
●土木費…道路、河川、公園の整備などの経費
●公債費…借入金（市債）の返済金と利子
●衛生費…疾病予防、健康増進、ごみ処理などの経費
●消防費…消防活動、災害対策などの経費
●商工費…商工業、観光振興などの経費
●農業費…農業振興、生産基盤整備などの経費

歳　入
258億8,000万円

歳　出
258億8,000万円

その他 11億624万円（4.3％）

その他 3億6,892万円（1.5％）

市税
100億2,383万円
（38.7％）

地方交付税
43億7,000万円
（16.9％）

国庫支出金
31億6,432万円
（12.2％）

市債
27億8,580万円
（10.8％）

県支出金
16億2,338万円
（6.3％）

地方消費税交付金
13億円（5.0％）

諸収入 5億3,143万円（2.1％）
繰入金 5億2,500万円（2.0％）

繰越金 4億5,000万円（1.7％）

民生費
93億5,041万円
（36.1％）

教育費
33億4,722万円
（12.9％）

総務費
30億7,923万円
（11.9％）

土木費
28億6,286万円
（11.1％）

公債費
26億7,330万円
（10.3％）

衛生費 20億212万円
（7.7％）

消防費 13億6,773万円（5.3％）
商工費 4億4,012万円（1.7％）

農業費 3億8,809万円（1.5％）


